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資料 ５． 事業事前計画表（基本設計時） 
 

1 案件名 

フィリピン共和国 気象レーダーシステム整備計画 

2 要請の背景(協力の必要性・位置付け) 

（1） フィリピン共和国（以下、「フィ」国）の太平洋東部の台風監視責任地域（Philippine Area of 

Responsibility: PAR）では、2006 年から過去 60 年間で台風が毎年 19～20 個程度発生し、内 8～9個

の台風が上陸し「フィ」国各地で甚大な被害をもたらしている。1998 年から 2007 年の 10 年間に台風

による死者、負傷者、行方不明者の総数は約 1万 2千人、被災者数は約 4,900 万人、被害額は 770 億

ペソ（約 2,000 億円）にものぼる。 

（2） 毎年発生する台風災害による「フィ」国の人的・経済的被害は甚大であり、農業生産・物流等の社会

資本への度重なる被害は経済活動へ深刻かつ長期的な影響を与えており、台風・暴風雨による被害が、

「フィ」国全体の自然災害被害の 92.5％を占めている。また国の基幹産業の 1つである農業を支えて

いる貧困層の生活をより苦しいものとしている。 

（3） 先進国の気象機関では、安定して継続的な観測を維持するために、経年変化によって支障を来たす前

に、気象レーダー及び周辺システムは設置後 10～12 年程度で更新されるのが通例である。台風監視に

最も重要な位置にあるビラク、アパリ及びギウアンの気象レーダーは、我が国の円借款プロジェクト

により 1994 年に完成してから約 15 年の歳月が経過した。その間老朽化が進みレーダー画像の乱れが

酷く画像の解読ができない等の問題が発生し、台風の監視業務の遂行が困難な状況となっている。そ

のためフィリピン気象天文庁（PAGASA）は、太平洋上の台風を監視し、毎時間刻々と変化する台風の

強さ、中心位置、方向を正確に知ることができない状況である。 

（4） ビラク、アパリ及びギウアンの既設気象レーダー塔施設は老朽化が酷く、防水層破損による雨漏り、

コンクリート構造躯体のクラック、クラックから進入した水と潮風による鉄筋の腐食、内壁・外壁の

剥離、金属部及び建築設備機器の塩害による損傷等が著しく、今後継続使用することは危険な状況で

ある。 

（5） 2004 年-2010 年までの中期「フィ」国開発計画では「人命や財産の損失を防ぐために、自然災害の発

生を減少させること」が明記されている。また「フィ」国政府の 4つの災害対策実行計画では、1) PAGASA

の予報能力向上、2) 公共に対する災害管理情報普及、3) 災害脆弱地域の地方政府の能力向上、及び

4) 政府と民間の救助と復旧に関する協力体制の強化が謳われている。国家科学技術計画 2002 年-2020

年においては、2020 年までの「フィ」国における科学技術開発の方向性を定めており、その中で優先

度が高いものとして自然災害軽減が挙げられており、本プロジェクトの早急な実施が強く望まれてい

る。 

（6） このような状況下、自国の資金と技術不足により自力による施設建設及び機材調達が困難であること

から、我が国の無償資金協力による実施を我が国に要請してきた。 

3 プロジェクト全体計画概要 

※無償資金協力案件を投入の 1つとする相手国政府によるプロジェクト全体計画 

（1）プロジェクト全体計画の目標(裨益対象の範囲及び規模) 

「フィ」国の太平洋側から襲来する台風の監視能力を向上させることで、精度の高い台風警報シグナル

と台風情報を適時に地域住民や防災関係者機関に伝達することで台風災害の軽減を図る。 

 

＜裨益対象の範囲及び規模について＞ 

「フィ」国の台風被害の危険がある地域に居住する 72,729,150 人（「フィ」国全人口の約 81%） 

 

（2）プロジェクト全体計画の成果 

 ア 3 ヶ所の気象レーダー施設／気象機材が整備・調達される。 

 イ 新設気象レーダーシステムにより台風監視のための気象レーダー観測網が整備される。 

 ウ より精度の高い台風シグナルの発令ができるようになる。 
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（3）プロジェクト全体計画の主要活動 

ア 以下の機材を調達する。 

  ・気象レーダーシステム :3 ヶ所 

・気象レーダーデータ表示システム :4 ヶ所 

・気象データ衛星通信システム（VSAT） :4 ヶ所 

イ 以下の施設を建設する。 

  ・気象レーダー塔施設 :3 ヶ所 

ウ 気象レーダーの運用維持管理のための電子技術者を補充する。 

エ 予報官、技術者への研修を継続的に実施する。 

オ 気象機材・施設の運用維持管理を行う。 

 

（4）投入（インプット） 

 ア 日本側（＝本案件）：無償資金協力  34.06 億円 

イ 相手国側 

（ア）プロジェクト実施に必要な人員（電子技術者等） 

（イ）建設用地の確保 

（ウ）機材据付、施設建設に係る負担額（5.55 億円）及びその他運営･維持管理経費（0.08 億円） 

 

（5）実施体制 

主管官庁：科学技術省 

実施機関：科学技術省フィリピン気象天文庁 

4 無償資金協力案件の内容 

（1）サイト 

マニラ、ビラク、アパリ、ギウアン 

 

（2）概要  

• 気象レーダーシステム：3 ヶ所（ビラク気象レーダー観測所、アパリ気象レーダー観測所、ギウア

ン気象レーダー観測所） 

• 気象レーダーデータ表示システム：4ヵ所（気象天文庁本部 気象・洪水予報センター、ビラク気象

レーダー観測所、アパリ気象レーダー観測所、ギウアン気象レーダー観測所） 

• 気象データ衛星通信システム（VSAT）：4 ヶ所（気象天文庁本部 気象・洪水予報センター、ビラク

気象レーダー観測所、アパリ気象レーダー観測所、ギウアン気象レーダー観測所） 

 

• 気象レーダー塔施設：3 ヶ所（ビラク気象レーダー観測所、アパリ気象レーダー観測所、ギウアン

気象レーダー観測所） 

 

（3）相手国側負担事項：建設用地の確保、VSAT 用通信衛星回線の確保、電気敷設工事、気象レーダー観

測業務を適切に行うために必要人員の配置。 

 

（4）概算事業費 39.61 億円（日本側 34.06 億円  「フィ」国側負担 5.55 億円） 

 

（5）工期 

詳細設計･入札期間を含め約 50 ヶ月（予定） 

 

（6）貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

特になし。 

5 外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

特になし。 

 

6 過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし。 
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7 プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

（1）プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

 

 

（2）その他の成果指標：特になし 

 

（3）評価のタイミング：2014 年 3 月以降（完了後 1年経過後） 

指標 現状（ベースライン） 目標値 備考 

雨量強度 1mm/h 以上の降雨探知距離

が半径 300km 

雨量強度 1mm/h 以上の降雨探知距離が

半径 450km 

台風の強風監視が不可能 
半径 200km 内の最大 75m/秒までの風速

が観測可能 
台風監視能力の向上 

降雨の移動方向が観測不可能 
半径 200km 内の降雨の移動方向が観測

可能 

プロジェクト完

了時 

PAGASA の台風警報シ

グナル発令能力の向

上 

台風が 36 時間以内に「フィ」国に影

響を及ぼすことが予想される場合：

台風警報シグナル発令が 1 日 4回（6

時間毎） 

台風がレーダー観測範囲内に入った場

合：台風警報シグナルと台風情報（台

風の勢力、位置及び経路）の毎時間発

令 

プロジェクト完

了より 1年後 
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調査名：フィリピン国気象レーダーシステム整備計画基本設計調査 

番号 名  称 
形態 

図書・ビデオ

地図・写真等

ｵﾘｼﾞﾅﾙ

／ｺﾋﾟｰ

 
発行機関 

 
発行年

1 
P.C.G.S. 2516  LEGAZPI CITY 
1:250,000 地図 ｵﾘｼﾞﾅﾙ

National Mapping and Resource 
Information Authority 1954 年

2 
P.C.G.S. 2525  ORMOC CITY 
1:250,000 地図 ｵﾘｼﾞﾅﾙ

National Mapping and Resource 
Information Authority 1954 年

3 
Sheet 4153 III  GUIUAN 
1:50,000 地図 ｵﾘｼﾞﾅﾙ

National Mapping and Resource 
Information Authority 1956 年

4 Sheet 2504  APARRI 1:250,000 地図 ｵﾘｼﾞﾅﾙ
National Mapping and Resource 
Information Authority 1982 年

5 
Sheet 7379 IV  APARRI 
1:50,000 地図 ｵﾘｼﾞﾅﾙ

National Mapping and Resource 
Information Authority 1990 年

6 
Sheet 3860 I  NAGUMBUAYA 
POINT 1:50,000 地図 ｵﾘｼﾞﾅﾙ

National Mapping and Resource 
Information Authority 2006 年

7 
National Structural Code of the 
Philippines 2001 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ

Association of Structural Engineers of 
the Philippines 2001 年

8 
Strategy Planning Matrices for the 
Medium-Term Philippine 
Development Plan 2004 - 2010 

図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ
National Economic and Development 
Authority 2004 年

9 
Atlas of the Philippines and the 
World for Home and Office 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ National Book Store 2006 年

10 
2006 Philippine Statistical 
Yearbook 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ

National Statistical Coordination 
Board 2006 年

11 The National Building Code 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Vicente B. Foz 2007 年

12 Fire Code of the Philippines 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ A.V.B. Printing Press 2008 年
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